　様式１　
小野市地域密着型サービス事業予定者応募申込書
　　年　　月　　日

小野市長　様
（応募事業者）
	主たる事務所

の所在地
	（郵便番号　　　　－　　　　）

（電話番号　　　　－　　　　－　　　　）

	商号又は名称
	

	代表者職氏名
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


第９期小野市介護保険事業計画に係る地域密着型サービス事業予定者の公募について、様式２のとおり関係書類を添えて提出します。
今回の公募に関して、小野市が、応募事業者及びその代表者についての国税及び地方税の納付状況、介護保険法に基づく処分の有無等を関係官公署に照会することに同意します。

また、選定結果を市ホームページへの掲載等により公表されることに同意します。

	応募する地域密着型サービスの種類
	　小規模多機能型居宅介護


（応募書類に関する連絡先）
	担当者名
	

	所属・役職
	

	郵便物

送付先
	（郵便番号　　　　－　　　　）



	電話番号
	

	ＦＡＸ番号
	

	E-mail
	


※担当者は、応募事業者の担当者に限ります。

　様式２　
（１／３）

小野市地域密着型サービス事業予定者応募提出書類一覧表
	書類№
	提出書類
	提出に当たっての注意事項
	提出
要否
※
	提出確認

	1
	小野市地域密着型サービス
事業予定者応募申込書〔様式１〕
	
	○
	

	2
	小野市地域密着型サービス
事業予定者応募提出書類一覧表〔様式２〕
	提出する書類について、「提出確認」欄に「○」を記入してください。
	○
	

	3
	応募事業者の概要〔様式３〕
	
	○
	

	4
	定款の写し又は寄付行為の写し
	最新のもの。
法人代表者による原本証明が必要です。
	○
	

	5
	法人の登記事項証明書
	正本に添付するものはコピー不可。
提出日前３か月以内に発行されたもの。
	○
	

	6
	法人代表者の印鑑証明書
	正本に添付するものはコピー不可。
提出日前３か月以内に発行されたもの。
	○
	

	7
	応募事業者の沿革、事業概要
	応募事業者の沿革、事業概要がわかる資料
様式任意。パンフレット可。
	○
	

	8
	誓約書〔様式４〕
	
	○
	

	9
	指定地域密着型サービス事業者及び指定
地域密着型介護予防サービス事業者の
指定に関する欠格事項に該当しない旨の
誓約書〔様式５〕
	
	○
	

	10
	法人代表者経歴書〔様式６〕
	
	○
	

	11
	介護保険事業の運営実績書〔様式７〕
	介護保険事業の運営実績について、現在運営している事業、休止している事業、過去５年間に廃止した事業について記入してください。
	○
	

	12
	決算書等
	直近２か年の決算書類（貸借対照表、損益計算書、財産目録）。法人代表者による原本証明が必要です。
法人設立後、決算をまだ実施していない法人にあっては、法人設立時の貸借対照表（法人代表者による原本証明が必要）など財務状況が分かるものを提出してください。
	○
	

	13
	国税の納税証明書
（法人税、消費税及び地方消費税）
	国税の滞納がないことの証明。
（直近２か年分）
	○
	

	14
	借入金償還概要書〔様式８〕
	現在償還中の借入金がある場合は、その内容を記入し提出してください。
	△
	

	15
	資金計画書〔様式９〕
	施設整備から開業に至るまでの資金計画について記入してください。
	○
	


　様式２　
（２／３）
	書類№
	提出書類
	提出に当たっての注意事項
	提出
要否
※
	提出確認

	16
	借入金償還計画表〔参考様式１〕
	施設整備から開業に至るまでの資金計画において、新規の借入計画がある場合は作成してください。
	△
	

	17
	事業収支計画書（開始後５年間）
〔様式１０〕
	事業開始後５年間の事業収支計画について記入してください。
	○
	

	18
	建築のための法的各種開発規制等の状況確認報告書〔様式１１〕
	関係機関に確認の上、該当する項目があれば、提出してください。
	△
	

	19
	事業予定地・地元自治会、周辺住民等への対応書〔様式１２〕
	既存事業所内の一室を模様替えする程度の改修の場合、周辺住民等の同意書提出の要否は市にお問い合わせください。
	○
	

	20
	地元自治会同意書（参考様式２）
	申込時に同意を得られていない場合は、同意後の提出可。ただし、事業予定者として決定した場合であっても、同意書の提出がない場合は、事業所の工事着手は認めません。
	○
	

	21
	隣接土地所有者及び隣接住民の同意書
（参考様式３）
	申込時に同意を得られていない場合は、同意後の提出可。ただし、事業予定者として決定した場合であっても、同意書の提出がない場合は、事業所の工事着手は認めません。
	○
	

	22
	事業実施スケジュール表〔様式１３〕
	
	○
	

	23
	工程表〔様式１４〕
	少なくとも様式１４に示している項目があれば、任意様式可。
	○
	

	24
	職員採用計画〔様式１５〕
	
	○
	

	25
	事業整備計画書〔小多機・様式１６〕
	
	○
	

	26
	位置図（付近見取図）
	施設予定地の位置を表示し、周辺の状況が確認できるものを提出してください。
	○
	

	27
	施設予定地の公図（地籍図）
	施設予定地全体の公図（地籍図）を提出してください。

	○
	

	28
	土地の登記事項証明書（全部事項）
土地の売買契約書又は売買仮契約書
土地の賃貸借契約書又は賃貸借契約確約書
	【自己所有の場合】
整備予定地に係る全ての地番の登記事項証明書（全部事項）を提出してください。正本に添付するものは写し不可。（提出前３か月以内に発行。複数地番がある場合は、一覧表（様式任意）を作成のうえ添付してください。）
【購入予定の場合】
土地の売買契約書（写）又は売買仮契約書（写）を提出してください。
【借地の場合】
土地の賃貸借契約書（写）又は賃貸借契約確約書（写）を提出してください。
	○
	


　様式２　
（３／３）
	書類№
	提出書類
	提出に当たっての注意事項
	提出
要否
※
	提出確認

	29
	建物の登記事項証明書（全部事項）又は建物の売買確約書若しくは建物の賃貸借確約書
	【自己所有の場合】
建物の登記事項証明書（全部事項）を提出してください。正本に添付するものはコピー不可。（提出前３か月以内に発行。複数建物がある場合は、一覧表（様式任意）を作成のうえ添付してください。）
【購入予定の場合】
建物の購入により建物を確保する場合は、建物の売買確約書を提出してください。
【借家の場合】
借家により建物を確保する場合は、建物の賃貸借確約書を提出してください。
	△
	

	30
	事業予定地（建物）の抵当権設定状況一覧表（参考様式４）
	土地、建物に抵当権等の権利設定がされている場合、権利設定、抹消等の状況を記入してください。
	△
	

	31
	施設（建物）配置図
	施設予定地の中に施設（建物）の配置を表示したものを提出してください。
	○
	

	32
	各階平面図、面積表
	平面図には、用途、室別の面積、廊下幅を表示してください。あわせて、面積表も提出してください。
	○
	

	33
	施設（建物）立面図
	東西及び南北の２方向からみた図面を提出してください。

	○
	

	34
	消防設備等設置図
	各階平面図に、消防設備の配置を表示したものを提出してください。
	　
	

	35
	施設整備予定地の現況写真
	施設予定地の現況（４方向から撮影）及び周辺の土地利用が確認できるものを提出してください。
	○
	

	36
	イメージ図（鳥瞰図）
	
	○
	

	37
	事業運営計画書
〔小多機・様式１７〕
	
	○
	

	38
	その他（資格を証明する書類の写、各種マニュアル等）
	事業運営計画書の中で、別途添付書類として指示した書類（資格を証明する書類の写、各種マニュアル等）を提出してください。
	△
	


※「提出要否」欄 ⇒ 「○：必ず提出すること」、「△：該当する場合に提出すること」

　様式３　　
（１／３）

応募事業者の概要
	ふりがな
	

	法人名称
	

	主たる事務所
の所在地
	（〒　　　　－　　　　　）


	連 絡 先
	電　話
	
	ＦＡＸ
	

	法人の種別
	□社会福祉法人　　□医療法人　　□株式会社　　□その他（　　　　　　　　　）

	代 表 者
	職　名
	
	氏名
	（ふりがな）

	
	
	
	
	（　　　　年　　　月　　　日生）

	代表者の住所
	（〒　　　　－　　　　　）


	資 本 金
	円　　
	従業員数
	人　　

	事業内容
	

	法人の沿革
	年　月
	内　　容

	
	
	


　様式３aa
（２／３）
	定　款　又　は
寄付行為の写し
	□別添のとおり

	応募事業者要件
	□「小野市指定地域密着型サービス事業者及び指定地域密着型介護予防サービス事業者の指定並びに指定地域密着型サービス事業及び指定地域密着型介護予防サービス事業の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条例」に定める指定基準のほか関係する指定基準を満たしている。

□都市計画法、建築基準法、消防法等の関連法令の基準を満たし、かつ手続きを遵守している。
□会社更生法又は民事再生法による手続きをしている法人でない。
□小野市暴力団排除条例に規定する暴力団、暴力団員、暴力団密接関係者でない。
□労働基準法等労働者使用関連法令に違反しておらず、極めて重大な社会的影響を及ぼしていない。
□地方税、法人税又は消費税及び地方消費税を滞納していない。（注１）
□施設の整備及び運営に必要な資金の確保ができている。（注２）
（注１）地方税については滞納がない旨の証明書、法人税、消費税及び地方消費税については納税証明書をそれぞれ添付すること。
（注２）預金残高証明書を提出すること。また、金融機関からの借入を計画している場合は、借入金償還計画表（参考様式１）を提出すること。
※提出前１か月以内のものを提出すること。正本に添付するものはコピー不可。
また、複数口座がある場合は、別途一覧表を作成の上添付すること。

	過去の指導状況等
	令和元年度から令和6年度までの間において、介護保険事業における行政指導又は行政処分を受けたことがあるか。
	□有

（結果通知を添付）
□無
	（「有」の場合、返還金発生の有無）
□有
□無

	（「有」の場合、返還金の返済状況。）
□完済
□返済中
（　　　　年　　月
　　　　完済予定）

	運営母体
	介護保険事業の運営実績
	□有（様式７「介護保険事業の運営実績書」添付　　□無

	
	経営の安定性等
	決算状況
（直近の過去２年間の決算）
（財務諸表一式を添付）
	【　　　年　　月決算】
〈貸借対照表〉
流動資産　　　　　千円、流動負債　　　　　千円

固定資産　　　　　千円、固定負債　　　　　千円

繰延資産　　　　　千円、純資産（自己資本）　　　　　千円
資産合計　　　　　千円、負債純資産合計　　　　　千円
営業利益（事業活動収支差額）　　　　　千円

	
	
	
	【　　　年　　月決算】
〈貸借対照表〉
流動資産　　　　　千円、流動負債　　　　　千円

固定資産　　　　　千円、固定負債　　　　　千円

繰延資産　　　　　千円、純資産（自己資本）　　　　　千円
資産合計　　　　　千円、負債純資産合計　　　　　千円
営業利益（事業活動収支差額）　　　　　千円

	
	
	
	
	
	
	　様式３　　
（３／３）

	
	
	開設資金
見 込 額
	自己資金額　①
	千円
	その他　③
	千円

	
	
	
	借入金　②
	千円
	必要額　①+②+③
	千円

	
	
	（その他、経営の安定性等について、優れていると思われる事項があれば、具体的に記載すること。）


	
	（その他、運営母体について、優れていると思われる事項があれば、具体的に記載すること。）



　様式４　
　　年　　月　　日

小野市長　様

主たる事務所の所在地　　

法人名称　　

代表者職氏名　　　　　　　　　　　　　　

誓　　　約　　　書

小野市地域密着型サービス事業予定者に係る応募にあたり、応募事業者及びその代表者が、以下の欠格事項に該当しないことを誓約します。

事業予定者として選定された場合には、誠実に事業を遂行することを誓約します。

また、応募の無効及び事業予定者の選定を取り消しされた場合にあっては、一切の異議を申し立てないことを誓約します。

	【欠格事項】

１　破産者で復権を得ない者

２　国税及び地方税を滞納している者

３　介護保険法第７８条の２第４項各号若しくは同法第１１５条の１２第２項各号の
規定に該当する者


　　様式５　　

指定地域密着型サービス事業者及び指定地域密着型介護予防サービス事業者の指定に関する欠格事項に該当しない旨の誓約書

　　年　　月　　日

小野市長　様
（応募事業者）

	所在地
	〒　　－　　



	法人名
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	代表者名
	


今回の応募にあたって、当法人が下記事項のいずれにも該当しないことを誓約します。

記

１　該当しないことを誓約する介護保険事業者指定に係る欠格事項

(1)　介護保険法第７８条の２第４項各号の規定

　(2)　同法第１１５条の１２第２項各号の規定
２　役員等名簿　

	（ふりがな）

氏　　　名
	役職名・呼称
	生年月日
	住　　　所

	
	
	就任年月日
	

	
	
	年　月　日
	

	
	
	年　月　日
	

	
	
	年　月　日
	

	
	
	年　月　日
	

	
	
	年　月　日
	

	
	
	年　月　日
	

	
	
	年　月　日
	

	
	
	年　月　日
	

	
	
	年　月　日
	

	
	
	年　月　日
	

	
	
	年　月　日
	

	
	
	年　月　日
	


※１　当該法人の役員（業務を執行する社員、取締役、執行役又はこれらに準ずる者をいい、相談役、顧問その他いかなる名称を有する者であるかを問わない。）及び事業所の管理者を記入してください。

※２　就任予定の者も記入すること。この場合、役職名欄に「予定」と表記してください。

※３　記入欄が不足する場合は、当様式に準じて、別途、名簿を作成してください。

　様式６　　
法人代表者経歴書
	ふりがな
	
	生年月日
	　　　年　　月　　日

（　　歳）

	氏　名
	
	
	

	住　所
	
	応募法人に
おける役職名
	

	職　務　経　歴

	勤務先（所属）
	主な職務内容
	在職等期間（経験年月）

	
	
	　　年　　月～　　　　年　　月

（　　年　　か月）

	
	
	年　　月～　　　　年　　月

（　　年　　か月）

	
	
	年　　月～　　　　年　　月

（　　年　　か月）

	
	
	年　　月～　　　　年　　月

（　　年　　か月）

	
	
	年　　月～　　　　年　　月

（　　年　　か月）

	
	
	年　　月～　　　　年　　月

（　　年　　か月）

	認知症対応型サービス

事業開設者研修（必須）

の受講状況
	　□受講済（　修了時期：　　　年　　　月）
　□未受講（　受講予定時期：　　　年　　　月）

	取得済の資格

（介護・医療関連）
	（取得時期：　　　　年　　月）

	
	（取得時期：　　　　年　　月）

	
	（取得時期：　　　　年　　月）

	
	（取得時期：　　　　年　　月）

	
	（取得時期：　　　　年　　月）

	
	（取得時期：　　　　年　　月）

	
	（取得時期：　　　　年　　月）


※上記の受講済の研修及び取得済の資格について、証明できる書類の写しを別途添付してください。
　様式７　　
（１／２）

介護保険事業の運営実績書

１　介護保険事業（現在、運営している事業のみ）

	サービス種類
	事業所名
	利用定員
	事業開始時期

	
	所在地
	現利用者数
	運営期間

	【予防】⇒　有・無
	
	定員

　　人
	開始

　　年　　月

	
	
	人
	　　年　　か月

	【予防】⇒　有・無
	
	定員

　　人
	開始

　　年　　月

	
	
	人
	　　年　　か月

	【予防】⇒　有・無
	
	定員

　　人
	開始

　　年　　月

	
	
	人
	　　年　　か月

	【予防】⇒　有・無
	
	定員

　　人
	開始

　　年　　月

	
	
	人
	　　年　　か月

	【予防】⇒　有・無
	
	定員

　　人
	開始

　　年　　月

	
	
	人
	　　年　　か月

	【予防】⇒　有・無
	
	定員

　　人
	開始

　　年　　月

	
	
	人
	　　年　　か月

	【予防】⇒　有・無
	
	定員

　　人
	開始

　　年　　月

	
	
	人
	　　年　　か月


※１　「サービス種類」欄には、現在運営されているサービス種類名を記載し、介護予防事業の有無について該当する方に「○」を付してください。

※２　現利用者数は、直近３月間の１日あたりの平均人数を記入してください。

　様式７　　
（２／２）

２　介護保険事業（現在、休止している事業）
	サービス種類
	事業所名
	事業開始時期
	休止した理由

	
	所在地
	事業休止開始
	再開の予定

	【予防】⇒　有・無
	
	開始

年　　月
	

	
	
	休止

年　　月
	

	【予防】⇒　有・無
	
	開始

年　　月
	

	
	
	休止

年　　月
	

	【予防】⇒　有・無
	
	開始

年　　月
	

	
	
	休止

年　　月
	


※１　この表には、現在休止している介護保険事業についてのみ記載してください。

※２　「１　介護保険事業（現在、運営している事業のみ）」の様式に準じて記入してください。
３　過去５年間に廃止した介護保険事業

	サービス種類
	事業所名
	利用定員
	事業開始時期

	
	所在地
	廃止した理由
	事業廃止時期

	【予防】⇒　有・無
	
	定員

　人
	開始

年　　月

	
	
	
	廃止

年　　月

	【予防】⇒　有・無
	
	定員
　　人
	開始

年　　月

	
	
	
	廃止

年　　月

	【予防】⇒　有・無
	
	定員

　　人
	開始

年　　月

	
	
	
	廃止

年　　月


※１　この表には、過去５年の間に廃止した介護保険事業についてのみ記載してください。

※２　「１　介護保険事業（現在、運営している事業のみ）」の様式に準じて記入してください。

　様式８　　
借入金償還概要書　【現在償還中のものについて】

	借　入　先

（金融機関等名）
	借　入　金
	現時点の借入金の償還残高

（支払利息含む）
	償還完了時期
	償還方法

	
	借入時期

（　年月　）
	借入元金
	
	償還年数
	

	
	　　　年　　月
	千円
	千円
	　　年　　月
	元利均等

・

元金均等

	
	
	
	
	年
	

	
	　　　年　　月
	千円
	千円
	　　年　　月
	元利均等

・

元金均等

	
	
	
	
	年
	

	
	　　　年　　月
	千円
	千円
	　　年　　月
	元利均等

・

元金均等

	
	
	
	
	年
	

	
	　　　年　　月
	千円
	千円
	　　年　　月
	元利均等

・

元金均等

	
	
	
	
	年
	

	
	　　　年　　月
	千円
	千円
	　　年　　月
	元利均等

・

元金均等

	
	
	
	
	年
	

	
	　　　年　　月
	千円
	千円
	　　年　　月
	元利均等

・

元金均等

	
	
	
	
	年
	

	
	　　　年　　月
	千円
	千円
	　　年　　月
	元利均等

・

元金均等

	
	
	
	
	年
	

	
	　　　年　　月
	千円
	千円
	　　年　　月
	元利均等

・

元金均等

	
	
	
	
	年
	


※現在償還中の借入金があれば、その概要について記入してください。

　　様式　９　　
資金計画書
（施設整備から開業に至るまでの資金）

（１）収　入（支出財源）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　単位：千円

	項　　　目
	金　額
	備　　考

	自己資金
	現金・預金
	
	

	
	
	
	

	寄付金
	
	

	出資金
	
	

	借入金
	
	

	
	
	

	計
	
	


（２）支　　出　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　単位：千円

	項　　　目
	金　額
	備　　考

	土地取得

費用
	土地購入費
	
	

	
	土地権利費
	
	

	
	
	
	

	
	計
	
	

	建物建築

費用
	建築工事費
	
	

	
	設計費
	
	

	
	造成工事費
	
	

	
	外構工事費
	
	

	
	
	
	

	
	計
	
	

	備品購入費
	
	

	運転資金
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	計
	
	


※１　施設整備から開業に至るまでの資金計画について記入してください。

※２　自己資金についてはその残高を証明する書類を別途添付してください。

※３　収入の部に市からの公的補助金は見込まないでください。

※４　不足する項目があれば適宜追加してください。

　　様式　１０　　
（１／２）

事業収支計画書（開始後５年間）
	市による

設定条件
	５年間通じた利用者の平均介護度が「要介護２～要介護３」の範囲内となるように、要介護度の人数を設定してください。

	
	サービス稼働率等は、１年目は「９０％以下」、２年目以降は任意とします。

	
	年度及び暦年の期間に関係なく、開始年月から１２か月間ごと（１年ごと）に作成
してください。


　　↓
１　計画上の稼働率等
	稼働年月

稼働率等
	１年目
	２年目
	３年目
	４年目
	５年目
	備　考

	登　　　録　　　率（％）
	％
	％
	％
	％
	％
	

	通いサービス稼働率（％）
	％
	％
	％
	％
	％
	

	宿泊サービス稼働率（％）
	％
	％
	％
	％
	％
	


２　収入の部　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　単位：千円

	科　目
	1年目
	2年目
	3年目
	4年目
	5年目
	算定式等

	介護報酬

（給付＋

自己負担）
	支援１
	
	
	
	
	
	＠月単価×人数×12月

	
	支援２
	
	
	
	
	
	＠月単価×人数×12月

	
	介護１
	
	
	
	
	
	＠月単価×人数×12月

	
	介護２
	
	
	
	
	
	＠月単価×人数×12月

	
	介護３
	
	
	
	
	
	＠月単価×人数×12月

	
	介護４
	
	
	
	
	
	＠月単価×人数×12月

	
	介護５
	
	
	
	
	
	＠月単価×人数×12月

	食　費
	
	
	
	
	
	＠日単価×日あたり人数×365日

	宿泊費
	
	
	
	
	
	＠日単価×日あたり人数×365日

	その他の日常生活費
	
	
	
	
	
	＠日単価×日あたり人数×365日

	
	
	
	
	
	
	

	収入計　　（Ａ）
	
	
	
	
	
	


　　様式　１０　　
（２／２）

３　支出の部　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　単位：千円

	科　目
	１年目
	２年目
	３年目
	４年目
	５年目
	算定式等

	給与費（賃金）・各手当
	
	
	
	
	
	改定率　（年　　％増）

	法定福利費（社会保険料）
	
	
	
	
	
	

	福利厚生費
	
	
	
	
	
	

	委託料
	
	
	
	
	
	

	水道光熱費
	
	
	
	
	
	

	消耗品費・事務費
	
	
	
	
	
	

	賃借料（建物・土地）
	
	
	
	
	
	

	支払利息
	
	
	
	
	
	

	保険料
	
	
	
	
	
	

	通信費
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	支出計　　（Ｂ）
	
	
	
	
	
	


※１　支出の部の内、「法定福利費」及び「福利厚生費」について、母体法人で負担している場合、その内容を算定式欄に記入すること。

※２　施設整備費用は含まないこと。

※３　支出の部の内、「委託料」について、その主な内容を算定式欄に記入すること。

※４　支出の部について、併設施設がある場合、当併設施設に係る費用は含まないこと。

４　損益算定・翌年繰越　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　単位：千円

	科目
	１年目
	２年目
	３年目
	４年目
	５年目
	備考

	減価償却前損益　Ｃ=Ａ－Ｂ
	
	
	
	
	
	

	減価償却費　Ｄ
	
	
	
	
	
	

	減価償却後損益　Ｅ=Ｃ－Ｄ
	
	
	
	
	
	

	税金　Ｆ
	
	
	
	
	
	法人税、固定資産税等

	税引き後損益　Ｇ=Ｅ－Ｆ
	
	
	
	
	
	

	借入金元金返済　Ｈ
	
	
	
	
	
	

	余剰金　Ｉ=Ｃ－Ｆ－Ｈ
	
	
	
	
	
	

	前年度会計繰越　Ｊ
	
	
	
	
	
	

	翌年度繰越金　Ｋ=Ｊ＋Ｉ
	
	
	
	
	
	


※「減価償却費」について、主な償却資産を備考欄に記入してください。

　　様式　１１　　
（１／２）

建築のための法的各種開発規制等の状況確認報告書
	法令等名
	開発規制

等の有無
	確認内容、確認結果等

（確認された内容、結果について記入してください。）
	事務処理に要する期間〔見込み〕

	農地法
	有

・

無
	確認内容
確認結果
	
	か月

	
	
	確認先部署

担当者名
	
	

	農振法
	有

・

無
	確認内容
確認結果
	
	か月

	
	
	確認先部署

担当者名
	
	

	都市計画法
	有

・

無
	確認内容
確認結果
	
	か月

	
	
	確認先部署

担当者名
	
	

	小野市開発事業に係る調整及び地域のまちづくりの推進に関する条例
	有

・

無
	確認内容
確認結果
	
	か月

	
	
	確認先部署

担当者名
	
	

	小野市民の良好な環境を保全する条例
	有

・

無
	確認内容
確認結果
	
	か月

	
	
	確認先部署

担当者名
	
	

	宅地造成規制法
	有

・

無
	確認内容
確認結果
	
	か月

	
	
	確認先部署

担当者名
	
	

	消防法
	有

・

無
	確認内容
確認結果
	
	か月

	
	
	確認先部署

担当者名
	
	


　　様式　１１　　
（２／２）
	法令等名
	開発規制

等の有無
	確認内容、確認結果等

（確認された内容、結果について記入してください。）
	
	事務処理に要する期間〔見込み〕

	河川法
	有

・

無
	確認内容
確認結果
	
	
	か月

	
	
	確認先部署

担当者名
	
	
	

	森林法
	有

・

無
	確認内容
確認結果
	
	
	か月

	
	
	確認先部署

担当者名
	
	
	

	砂防法
	有

・

無
	確認内容
確認結果
	
	
	か月

	
	
	確認先部署

担当者名
	
	
	

	文化財保護法
	有

・

無
	確認内容
確認結果
	
	
	か月

	
	
	確認先部署

担当者名
	
	
	


上記以外の法令等で規制がある場合は、下記に法令名を記入し確認内容等を記載してください。

	法令等名
	開発規制

等の有無
	確認内容、確認結果等

（確認された内容、結果について記入してください。）
	事務処理に要する期間〔見込み〕

	
	有

・

無
	確認内容
確認結果
	
	か月

	
	
	確認先部署

担当者名
	
	

	
	有

・

無
	確認内容
確認結果
	
	か月

	
	
	確認先部署

担当者名
	
	


※１　各種法令等の制限内容については、応募前に関係する行政機関へ必ず確認してください。
※２　確認する際に、使用した資料や確認先から受領した資料等、参考となる資料がある場合には、この報告書に添付してください。

　　様式　１２　　
事業予定地・地元自治会、周辺住民等への対応書
	地元自治会への

対応
	施設設置に関する説明会の実施
	□実施済　　⇒実施時期：　　年　　月～　　年　　月

□実施予定　⇒実施時期：　　年　　月～　　年　　月

□未定

	
	施設設置の説明会の実施方法

（同意を求める方法、同意を求める相手）
	

	
	施設設置への同意
	□同意済　⇒　同意時期：　　　年　　月

□協議中　⇒　現時点の同意可能性　：　有　・　無

□未定

	
	同意書面の有無

（同意済の場合）
	□ある

□ない

	隣接土地所有者

及び隣接住民へ

の対応
	施設設置に関する説明の実施
	□実施済　　⇒実施時期：　　年　　月～　　年　　月

□実施予定　⇒実施時期：　　年　　月～　　年　　月

□未定

	
	施設設置の説明の実施方法（同意を求める方法、同意を求める範囲）
	

	
	施設設置への同意
	□同意済　⇒　同意時期：　　　年　　月

□協議中　⇒　現時点の同意可能性　：　有　・　無

□未定

	
	同意書面の有無

（同意済の場合）
	□ある

□ない


※上記の施設設置に係る説明会及び合意等について、議事録、同意書の写しを別途添付（様式任意）してください。

　　様式　１３　　
事業実施スケジュール表
	工　程　内　容
	完了時期等

	施設用地の確保
	　　　　年　　月（　　　年　　月着手）

	地元同意
	地元集落の合意
	　　　　年　　月（　　　年　　月着手）

	
	近隣住民の同意
	　　　　年　　月（　　　年　　月着手）

	設計
	　　　　年　　月（　　　年　　月着手）

	開発関連の行政手続
	開発許可　（都市計画法　　　　　）
	　　　　年　　月（　　　年　　月着手）

	
	　　　　　（　　　　　　　　　　）
	　　　　年　　月（　　　年　　月着手）

	
	　　　　　（　　　　　　　　　　）
	　　　　年　　月（　　　年　　月着手）

	
	建築確認

（建築基準法）
	適合確認
	　　　　年　　月（　　　年　　月着手）

	
	
	検査確認
	年　　月

	工事
	建築工事請負の入札・業者決定
	年　　月

	
	建築工事（新築・改修・増築）
	　　　　年　　月（　　　年　　月着手）

	事業資金
	施設設置費用の財源確保
	　　　　年　　月（　　　年　　月着手）

	
	施設運転資金の財源確保
	　　　　年　　月（　　　年　　月着手）

	職員の内定（確保）
	　　　　年　　月（　　　年　　月着手）

	備品・機械設備の確保
	　　　　年　　月（　　　年　　月着手）

	サービス提供の準備（職員配置、サービス内容他）
	　　　　年　　月（　　　年　　月着手）

	サービス提供の準備（職員の研修）
	　　　　年　　月（　　　年　　月着手）

	事業者指定申請
	年　　月申請

	事業所の広報活動
	年　　月開始

	事業者指定決定
	年　　月指定

	サービス提供開始
	年　　月開始


※必要な項目があれば、適宜、追加してください。

　　様式　１４　　
工　程　表
	法人名
	
	
	サービスの種類
	小規模多機能型居宅介護
	
	施設の名称
（仮称でも可）
	


	年度工事出来高
	％
	年度工事出来高
	％
	着工予定日
	
	竣工予定日
	

	　　　　　　　年月　　

　　項目　　
	　　　　年度
	　　　　年度

	
	１０
	１１
	１２
	１
	２
	３
	４
	５
	６
	７
	８
	９
	１０
	１１
	１２
	１
	２
	３

	事前調査・測量
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	実施設計
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	各種開発規制等への対応
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	建築確認申請
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	地元説明（随時実施）
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	工　事　関　係
	建築工事入札
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	工事契約
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	工事準備
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	杭、基礎工事
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	躯体工事
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	設備工事
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	内外装工事
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	屋上防水工事
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	外構工事
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	完了検査
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	備品搬入
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	開設許可申請（介護保険法）
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	開設準備（職員採用・研修等）
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	事業開始
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


※任意様式可。ただし、少なくとも本例示で示している項目は、必ず記入してください。

　　様式　１５　　
職員採用計画
１　開設時における職員配置予定数

	職　種
	勤務形態
	資格
	配置予定数

	介護職員等
	
	
	

	看護職員
	
	
	

	オペレーター
	
	
	

	計画作成責任者
	
	
	

	管理者
	
	
	


※　勤務形態の区分は、「１：常勤専従」、「２：常勤兼務」、「３：非常勤専従」、「４：非常勤兼務」で区分し、該当する番号を記入してください。

２　職員採用計画の内容

	職員の確保の方法
（求人方法、法人の
職員異動ほか）
	

	介護従業者に求める資格（ヘルパー級、介護福祉士など）、実務経験などに関する基本的な考え
	

	離職防止の対策
	

	職員の退職時、職員が長期休業等を取った場合の対応
（代替職員の確保
ほか）
	

	職員の採用について、その他優れていると思われる事項があれば、具体的に記載してください。
	


